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第一章 総則   

（目的）  

第一条 この法律は、国民の自発的な生活協同組織の発達を図り、もって国民生活の安定   

と生活文化の向上を期することを目的とする。   

（組合基準）  

第二条 消費生活協同組合は、この法律に別段の定めのある場合のほか、次に掲げる要件   

を備えなければならない。   

－ 一定の地域又は職域による人と人との結合であること。   

二 組合員の生活の文化的経済的改善向上を図ることのみを目的とすること。   

三 組合員が任意に加入し、又は脱退することができること。   

四 組合員の議決権及び選挙権は、出資口数にかかわらず、平等であること。   

五 組合の剰余金を割り戻すときは、主として事業の利用分量により、これを行うこと。   

六 組合の剰余金を出資額に応じて割り戻す場合には、その限度が定められていること。  

2 消費生活臨同組合及び消費生活協同組合連合会は、これを特定の政党のために利用し   

てはならない。   

（名称）  

第三条 消費生活協同組合又は消費生活協同組合連合会は、その名称中に消費生活協同組   

合若しくは生活協同組合又は消費生活協同組合連合会若しくは生活協同組合連合会とい   

う文字を用いなければならない。  

2 消費生活協同組合又は消費生活協同組合連合会でない者は、その名称中に、消費生活  
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協同組合若しくは消費生活協同組合連合会であることを示す文字又はこれらと紛らわし   

い文字を用いてはならない。  

3 消費生活協同組合又は消費生活協同組合連合会は、その名称を使用することを他人に   

許諾してはならない。   

（法人格）  

第四条 消費生活協同組合及び消費生活協同組合連合会（以下「組合」と総称する。）は、   

法人とする。   

（区域）  

第五条 組合は、都道府県の区域を越えて、これを設立することができない。ただし、職   

域による消費生活協同組合であってやむを得ない事情のあるもの及び消費生活協同組合   

連合会（以下「連合会」という。）は、この限りでない。  

2 前項の規定にかかわらず、地域による消費生活協同組合は、第十条第一項第一号の事   

業の実施のために必要がある場合その他厚生労働省令で定める場合に該当する場合に   

は、主たる事務所の所在地の都府県及び当該都府県に隣接する都府県を区域として、こ   

れを設立することができる。ただし、当該消費生活協同組合が同号の事業と同号の事業   

以外の事業とを併せ行う場合であって、当該隣接する都府県を区域として同号の事業を   

実施することが当該同号の事業以外の事業の実施に重大な影響を及ぼすおそれがある場   

合として厚生労働省令で定める場合に該当する場合は、この限りでない。   

（住所）  

第六条 組合の住所は、その主たる事務所の所在地に在るものとする。   

（登記）  

第七条 この法律の規定により登記しなければならない事項は、その登記の後でなければ、   

これをもって第三者に対抗することができない。   

（労働組合との関係）  

第八粂 この法律は、労働組合法（昭和二十四年法律第百七十四号）による労働組合が、   

自主的に第十条第一項に規定する事業を行うことを制限し、又はこれに不利益を与える   

ものではない。  

第二孝 幸業   

（最大奉仕の原則）  

第九粂 組合は、その行う事業によって、その組合員及び会員（以下「組合員j と総称す   

る。）に最大の奉仕をすることを目的とし、営利を目的としてその事業を行ってはなら   

ない。  
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（事業の種類）  

第十条 組合は、次の事業の全部又は一部を行うことができる。   

－一 組合貞の生活に必要な物資を購入し、これに加工し若しくは加工しないで、又は生  

産して組合員に供給する事業   

二 組合員の生活に有用な協同施設を設置し、組合員に利用させる事業（第六号及び第  

七号の事業を除く。）   

三 組合員の生活の改善及び文化の向上を図る事業   

四 組合員の生活の共済を図る事業   

五 組合員及び組合従業員の組合事業に関する知識の向上を図る事業   

六 組合員に対する医療に関する事業   

七 高齢者、障害者等の福祉に関する事業であって組合員に利用させるもの   

八 前各号の事尭に附帯する事業  

2 前項第四号の事業（以下「共済を図る事業」という。）のうち、共済事業（組合員か   

ら共済掛金の支払を受け、共済事故の発生に関し、共済金を交付する事業であって、共   

済金額その他の事項に照らして組合員の保護を確保することが必要なものとして厚生労   

働省令で定めるものをいう。以下同じ。）又は受託共済事業（共済事業を行っている組   

合からの委託契約に基づき共済事業の一部を受託して行う事業をいう。以下同じ。）を   

行う組合は、組合員のために、保険会社（保険業法（平成七年法律第百五号）第二条第   

二項に規定する保険会社をいう。）その他厚生労働大臣が指定するこれに準ずる者の業   

務の代理又は事務の代行（厚生労働省令で定めるものに限る。）の事業を行うことがで   

きる。  

3 共済事業を行う消費生活協同組合であってその収受する共済掛金め総額が政令で定め   

る基準を超えるもの若しくはその交付する共済金額が政令で定める基準を超えるもの又   

は共済事業を行う連合会は、第一項の規定にかかわらず、共済事業、受託共済事業及び   

同項第五号の事業並びにこれらに附帯する事業並びに前項の事業のほか、他の事業を行   

うことができない。ただし、厚生労働省令で定めるところにより、行政庁の承認を受け   

たときは、この限りでない。  

4 連合会は、第一項の事業のほか、会員たる組合の指導、連絡及び調整に関する事業を   

行うことができる。   

（事業の機会均等）  

第十一条 組合は、前条の事業を行うにあたって、特別の理由がない限り、同種の事業を   

行う他の者と同等の便益を受けることを妨げられない。   

（事業の利用）  

第十二条 組合員は、その意に反して、組合の事業を利用することを強制されない。  

2 定款に特に定めのある場合を除くほか、組合員と同一の世帯に属する者は、組合の事   

業の利用については、これを組合員とみなす。  

3 組合は、組合員以外の者にその事業を利用させることができない 。ただし、次に掲げ  
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る場合に該当する場合は、この限りでない。   

一 組合がその組 合員との間で自動車損害賠償保障法（昭和三十年法律第九十七号）第   

五条に規定する自動車損害賠償責任共済（以下「責任共済」という。）の契約を締結  

している場合において、 その組合員が組合を脱退した場合その他組合員以外の者との   

間で責任共済の契約を継続することにつき正当な理由がある場合として厚生労働省令   

で定める場合   

二 葉災、風水害その他の災害が発生し、又は発生するおそれがあるときその他の緊急   

時において、一時的に生活に必要な物品の供給が不足する地域で当該物品を供給する  

場合   

三 国又は地方公共団体の委託を受けて行う事業を利用させる場合   

四 特定の物品を供給する事業であって、組合員以外の者にその事業を利用させること   

について正当な理由があるものとして厚生労働省令で定める事業を利用させる場合   

五 組合が所有する体育施設その他の施設であって、組合員の利用に支障のない範囲内   

で一般公衆の利用に供することが適当である施設として厚生労働省令で定める施設に   

該当するものを利用させる場合  

4 組合は、前項本文の規定にかかわらず、同項ただし書に規定する場合のほか、組合員   

以外の者にその事業（第十条第二項の事業を除き、同条第一項第一号から第五号までの   

事業にあっては、次の各号に掲げる場合に限る。）を利用させることができる。ただし、   

一事業年度における組合員以外の者の同条第一項各号の事業（第三号において同項第二   

号の事業に属する事業を厚生労働省令で定める場合にあっては、当該厚生労働省令で定   

める事業）ごとの利用分量の総額（前項ただし書の規定により当該事業を利用する組合   

員以外の者の利用分量の総額を除く。）の当該事業年度における組合員の当該同条第一   

項各号の事業（第三号において同項第二号の事業に属する事業を厚生労働省令で定める   

場合にあっては、当該厚生労働省令で定める事業）ごとの利用分量の総額に対する割合   

は、同項各号の事業（第三号において同項第二号の事業に属する事業車厚生労働省令で   

定める場合にあっては、当該厚生労働省令で定める事業）ごとに厚生労働省令で定める   
割合を超えてはならない。   

一 職域による組合が、当該職域に係る看であって厚生労働省令で定めるものに第十条  

第一項第一号の事業を利用させる場合   

二 離島その他交通不便の地域において生活に必要な物品の円滑な供給に支障が生じて  

いる場合に当該物品を供給する場合であって行政庁の許可を得た場合   

三 前二号に掲げる場合のほか、組合員以外の者にその事業を利用させることが適当と  

認められる事業として厚生労働省令で定める事業を厚生労働省令で定めるところによ  

り利用させる場合であって行政庁の許可を得た場合  

5 行政庁は、前項第二号又は第三号の許可の申請があった場合において、組合がその組   

合員以外の者に物品の供給事業（物品を加工し、又は修理する事業を含む。次項におい   

て同じ。）を利用させることによって中小小売商の事業活動に影響を及ぼし、その利益   

を著しく害するおそれがあると認めるときは、前項第二号又は第三号の許可をしてはな   

らない。  

6 行政庁は、必要があると認めるときは、物品の供給事業を行う組合に対し、次の措置  
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をとるべきことを命ずることができる。  

一一 第三項ただし書又は第四項の規定により組合員以外の者に物品の供給事業を利用さ   

せる場合を除き組合員以外の者には当該事業を利用させない旨を、物品の供給事業を   

行う場所に明示すること。  

二 第三項ただし書又は第四項の規定により組合員以外の者に物品の供給事業を利用さ   

せる場合を除き、組合員であることが不明りようである者に対しては組合員である旨   

を示す証明書を提示しなければ、物品の供給事業を利用させないこと。   

（共済契約）  

第十二条の二 共済事業を行う組合は、他の組合その他政令で定める者以外の者に対して、   

その組合のために行う共済契約の締結の代理又は媒介の業務を委託してはならない。た   

だし、責任共済の契約及びこれに類する共済契約であって厚生労働省令で定めるものの   

締結の代理又は媒介の業務については、この限りでない。  

2 前項の政令で定める者は、共済契約者、被共済者、共済金額を受け取るべき者その他   

の関係者（以下「共済契約者等」という。）の保護に欠けるおそれが少ない場合として   

厚生労働省令で定める場合に該当する場合に限り、他の法律の規定にかかわらず、共済   

契約の締結の代理又は媒介の業務を行うことができる。  

3 保険業法第二百八十三条の規定は共済事業を行う組合の役員及び使用人並びに当該共   

済事業を行う組合の共済代理店（組合の委託を受けて、当該組合のために共済契約の締   

結の代理又は媒介を行う看であって、当該組合の役員又は使用人でないものをいう。以   

下同じ。）並びにその役員及び使用人が行う当該共済事業を行う組合の共済契約の募集   

について、同法第二百九十四条甲規定は共済契約の募集を行う共済事業を行う組合の役   

員及び使用人並びに当該共済事業を行う組合の共済代理店並びにその役員及び使用人に   

ついて、同法第二百九十五条の規定は共済代理店について、同法第三百条の規定は共済   

事業を行う組合及びその共済代理店（これらの者の役員及び使用人を含む。）について、   

同法第三百五条、第三百六条及び第三百七条第一項（第三号に係る部分に限る。）の規   

定は共済代理店について、同法第三百九条の規定は共済事業を行う組合に対し共済契約   

の申込みをした者又は共済契約者が行う共済契約の申込みの撤回又は解除について、同   

法第三百十一条の規定はこの項において準用する同法第三百五条の規定による立入り、   

質問又は検査をする職員について、 それぞれ準用する。この場合において、同法第二百   

九十四条第三号、第二百九十五条、第三百条第一項第七号及び第九号並びに第三百九条   

第一項第一号、第二項、第三項、第五項及び第六項中「内閣府令」とあるのは「厚生労   

働省令」と、同法第三百条第一項中「次条に規定する特定保険契約」とあるのは「消費   

生活協同組合法第十二条の三第一項に規定する特定共済契約」と、同項第八号中「特定   

関係者（第百条の三（第二百七十二条の十三第二項において準用する場合を含む。第三   

百一条において同じ。）に規定する特定関係者及び第百九十四条に規定する特殊関係者   

のうち、当該保険会社等又は外国保険会社等を子会社とする保険持株会社及び少額短期   

保険持株会社（以下この条及び第三百一条のこにおいて「保険持株会社等」という。）、   

当該保険持株会社等の子会社（保険会社等及び外国保険会社等を除く。）並びに保険業   

を行う者以外の者をいう。）」とあるのは「子会社等（消費生活協同組合法第五十三条  
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の二第二項に規定する子会社等をいう。）」と、同条第二項中「第四条第二項各号、第  

百八十七粂第三項各号又は第二百七十二条の二第二項各号に掲げる書類」とあるのは「定  

款又は消費生活協同組合法第二十六条の三第一項に規定する規約」と、同法第三百五条  

及び第三百六条中 r内閣総理大臣」とあるのは「行政庁」と、同法第三百七条第一項中  

「内閣総理大臣」とあるのは「行政庁Jと、「次の各号のいずれかに該当するときは、  

第二百七十六条若しくは第二百八十六条の登録を取り消し、又は」とあるのは「第三号  

に該当するときは、」と、「業務の全部若しくは一部」とあるのは「共済契約の募集」  

と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。  

［準用条文】保険業法（読み替え後）   

（所属保険会社等の賠償責任）  

第二百八十三条 所属保険会社等は、保険募集人が保険募集について保険契約者に加えた   

損害を賠償する責任を負う。  

2 前項の規定は、次に掲げる場合には、適用しない。   

一 所厚保候会社等の役員である保険募集人（生命保険会社にあっては、当該役員の任  
用人である生命保険募集人を含む。）が行う保険募集については、所属保険会社等が  

当該役員の選任について相当の注意をし、かつ、これらの者の行う保険募集について  

保険契約者に加えた損害の発生の防止に努めたとき。   

ニ 所属保険会社等の使用人である保険募集人（生命保険会社にあっては、当該使用人  

の使用人である生命保険募集人を含む。）が行う保険募集については、所属保険会社  

等が当該使用人（生命保険会社の使用人の使用人を除く。）の雇用について相当の注  

意をし、かつ、これらの者の行う保険募集について保険契約者に加えた損害の発生の  

防止に努めたとき。   

三 所属保険会社等の委託に基づく特定保険募集人又はその役員若しくは使用人である  

保険募集人が行う保険募集については、所属保険会社等が当該特定保険募集人の委託  

をするについて相当の注意をし、かつ、これらの者の行う保険募集について保険契約  

者に加えた損害の発生の防止に努めたとき。  

3 第一項の規定は、所属保険会社等から保険募集人に対する求償権の行住を妨げない。  

4 民法第七百二十四条（不法行為による損害賠償請求権の期間の制限）の規定は、第   

一項の請求権について準用する。   

（顧客に対する説明）  

第二百九十四条 保険募集人は、保険募集を行おうとするときは、あらかじめ、顧客に対   

し次に掲げる事項を明らかにしなければならない。   

一 所属保険会社等の商号、名称又は氏名   

二 自己が所属保険会社等の代理人として保険契約を締結するか、又は保険契約の締結  

を媒介するかの別   

三 その他厚生労働省令で定める事項  

（自己契約の禁止）  
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第二百九十五条 損害保険代理店及び保険仲立人は、その主たる目的として、自己又は自   

己を雇用している者を保険契約者又は被保険者とする保険契約（保険仲立人にあっては、   

内閣府令で定めるものに限る。次項において「自己契約」という。）の保険募集を行っ   

てはならない。  

2 前項の規定の適用については、損害保険代理店又は保険仲立人が保険募集を行った自   

己契約に係る保険料の合計額として厚生労働省令で定めるところにより計算した額が、   

当該損害保険代理店又は保険仲立人が保険募集を行った保険契約に係る保険料の合計額   

として厚生労働省令で定めるところにより計算した額の百分の五十を超えることとなっ   

たときは、当該損害保険代理店又は保険仲立人は、自己契約の保険募集を行うことをそ   

の主たる目的としたものとみなす。   

（保険契約の締結又は保険募集に関する禁止行為）  

第三百条 保険会社等若しくは外国保険会社等、これらの役員（保険募集人である者を除   

く。）、保険募集人又は保険仲立人若しくはその役．員若しくは使用人は、保険契約の締   

結又は保険募集に関して、次に掲げる行為（消責生活協同組合法第十二条の三第一項に   

規定する特定共済契約の締結又はその代理若しくは媒介に関しては、第一号に規定する   

保険契約の契約条項のうち重要な事項を告げない行為及び第九号に掲げる行為を除く。）   

をしてはならない。  

・一 保険契約者又は被保険者に対して、虚偽のことを告げ、又は保険契約の契約条項の  

うち重要な事項を告げない行為   

二 保険契約者又は被保険者が保険会社等又は外国保険会社等に対して重要な事項につ  

き虚偽のことを告げることを勧める行為   

三 保険契約者又は被保険者が保険会社等又は外国保険会社等に対して重要な事実を告  

げるのを妨げ、又は告げないことを勧める行為   

四 保険契約者又は被保険者に対して、不利益となるべき事実を告げずに、既に成立し  

ている保険契約を消滅させて新たな保険契約の申込みをさせ、又は新たな保険契約の  

申込みをさせて既に成立＿している保険契約を消滅させる行為   

五 保険契約者又は被保険者に対して、保険料の割引、割戻しその他特別の利益の提供  

を約し、又は提供する行為   

六 保険契約者若しくは被保険者又は不特定の者に対して、－の保険契約の契約内容に  

つき他の保険契約の契約内容と比較した事項であって誤解させるおそれのあるものを  

告げ、又は表示する行為   

七 保険契約者若しくは被保険者又は不特定の者に対して、将来における契約者配当又  

は社員に対する剰余金の分配その他将来における金額が不確実な事項として厚生労働  

省令で定めるものについて、断定的判断を示し、又は確実であると誤解させるおそれ  

のあることを告げ、若しくは表示する行為   

八 保険契約者又は被保険者に対して、当該保険契約者又は被保険者に当該保険会社等  

又は外国保険会社等の子会社等（消費生活協同組合法第五十三条の二第二項に規定す  

る子会社等をいう。）が特別の利益の供与を約し、又は提供していることを知りなが  

ら、当該保険契約の申込みをさせる行為  
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九 前各号に定めるもののほか、保険契約者等の保護に欠けるおそれがあるものとして  

厚生労働省令で定める行為  

2 前項第五号の規定は、保険会社等又は外国保険会社等が定款又は消費生活協同組合法   

第二十六条の三第一頓に規定する特定共済契約規約に基づいて行う場合には、適用しな   

い。   

（立入検査等）  

第三百五条 行政庁は、この法律の施行に必要な限度において、特定保険募集人又は保険   

仲立人に対し、その業務若しくは財産に開し参考となるぺき報告若しくは資料の提出を   

命じ、又は当該職員に、当該特定保険募集人若しくは保険仲立人の事務所に立ち入らせ、   

その業務若しくは財産の状況若しくは帳簿書類その他の物件を検査させ、若しくは関係   

者に質問させることができる。   

（業務改善命令）  

第三百六条 行政庁は、特定保険募集人又は保険仲立人の業務の運営に閲し、保険契約者   

等の利益を害する事実があると認めるときは、保険契約者等の保護のため必要な限度に   

おいて、当該特定保険募集人又は保険仲立人に対し、業務の運営の改善に必要な措置を   

とるべきことを命ずることができる。   

（登録の取消し等）  

第三百七条 行政庁は、特定保険募集人又は保険仲立人が第三号に該当するときは、六月   

以内の期間を定めて共済契約の募集の停止を命ずることができる。   

一 特定保険募集人が第二百七十九条第一項第一号から第三号まで、第四号 くこの法律  

に相当する外国の法令の規定に係る部分に限る。）、第五号、第七号、第八号（同項  

第六号に係る部分を除く。）、第九号（同項第六号に係る部分を除く。）、第十号若し  

くは第十一号のいずれかに該当することとなったとき、又は保険仲立人が第二百八十  

九条第一項第一号から第三号まで、第四号（この法律に相当する外国の法令の規定に  

係る部分に限る。）、第五号、第七号、第八号（同項第六号に係る部分を除く。）、第  

九号（同項第六号に係る部分を除く。）若しくは第十号のいずれかに該当することと  

なったとき。   

二 不正の手段により第二百七十六条又は第二百八十六条の登録を受けたとき。   

三 この法律又はこの法律に基づく行政庁の処分に違反したとき、その他保険募集に関  

し著しく不適当な行為をしたと認められるとき。  

2 内閣総理大臣は、特定保険募集人若しくは保険仲立人の事務所の所在地を確知できな   

いとき、又は特定保険募集人若しくは保険仲立人の所在（法人である場合にあっては、   

その法人を代表する役員の所在）を確知できないときは、内閣府令で定めるところによ   

サ、その事実を公告し、その公告の日から三十日を経過しても当該特定保険募集人又は   

保険仲立人から申出がないときは、当該特定保険募集人又は保険仲立人の登録を取り消   

すことができる。  

3 前項の規定による処分Iこついては、行政手続法第三章（不利益処分）の規定は、適  
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用しない。   

（保険契約の申込みの撤回等）  

第三百九条 保険会社等若しくは外国保険会社等に対し保険契約の申込みをした者又は保   

険契約者（以下この条において「申込者等」という。）は、次に掲げる場合を除き、書   

面によりその保険契約の申込みの撤回又は解除（以下この条において「申込みの撤回等」   

という。）を行うことができる。   

－－ 申込者等が、厚生労働省令で定めるところにより、保険契約の申込みの撤回等に関  

する事項を記載した書面を交付された場合において、その交付をされた日と申込みを  

した日とのいずれか遅い日から起算して八日を経過したとき。   

ニ 申込者等が、営業若しくは事業のために、又は営業若しくは事業として締結する保  

険契約として申込みをしたとき。   

三 一般社団法人若しくは一般財団法人、特別の法律により設立された法人、法人でな  

い社団若しくは財団で代表者若しくは管理人の定めのあるもの又は国若しくは地方公  

共団体が保険契約の申込みをしたとき。   

四 当該保険契約の保険期間が一年以下であるとき。   

五 当該保険契約が、法令により申込者等が加入を義務付けられているものであるとき。   

六 申込者等が保険会社等、外国保険会社等、特定保険募集人又は保険仲立人の営業所、  

事務所その他の場所において保険契約の申込みをした場合その他の場合で、申込者等  

の保護に欠けるおそれがないと認められるものとして政令で定める場合  

2 前項第一号の場合において、保険会社等又は外国保険会社等は、同号の規定による書   

面の交付に代えて、政令で定めるところにより、当該申込者等の承諾を得て、当該書面   

に記載すべき事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用す   

る方法であって厚生労働省令で定めるものにより提供することができる。この場合にお   

いて、当該保険会社等又は外国保険会社等は、当該書面を交付したものとみなす。   

3 前項前段に規定する方法（厚生労働省令で定める方法を除く。）により第一項第一号   

の規定による書面の交付に代えて行われた当該書面に記載すべき事項の提供は、申込者   

等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記録がされた時に当該申込者等に   

到達したものとみなす。   

4 保険契約の申込みの撤回等は、当該保険契約の申込みの撤回等に係る書面を発した時   

に、その効力を生ずる。   

5 保険会社等又は外国保険会社等は、保険契約の申込みの撤回等があった場合には、申   

込者等に対し、その申込みの撤回等に伴う損害賠償又は違約金その他の金銭の支払を請   

求することができない。ただし、第一項の規定による保険契約の解除の場合における当   

該解除までの期間に相当する保険料として厚生労働省令で定める金額については、この  

限りでない。   

6 保険会社等又は外国保険会社等は、保険契約の申込みの撤回等があった場合において、   

当該保険契約に関連して金銭を受領しているときは、申込者等に対し、速やかに、これ  

を返還しなければならない。ただし、第一項の規定による保険契約の解除の場合におけ   

る当該保険契約に係る保険料の前払として受領した金銭のうち前項の厚生労働省令で定  
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める金額については、この限りでない。  

7 特定保険募集人その他の保険募集を行う者は、保険契約につき申込みの撤回等があっ   

た場合において、当該保険契約に関連して金銭を受領しているときは、申込者等に対し、   

速やかに、これを返還しなければならない。  

8 保険仲立人その他の保険募集を行う者は、保険会社等又は外国保険会社等に保険契約   

の申込みの撤回等に伴い損害賠償その他の金銭を支払った場合において、当該支払に伴   

う損害賠償その他の金銭の支払を、申込みの撤回等をした者に対し、請求することがで   

きない。  

9 保険契約の申込みの撤回等の当時、既に保険金の支払の事由が生じているときは、当   

該申込みの撤回等は、その効力を生じない。ただし、申込みの撤回等を行った者が、申   

込みの撤回等の当時、既に保険金の支払の事由の生じたことを知っているときは、この   

限りでない。  

岩 第一項及び第四項から前項までの規定に反する特約で申込者等に不利なものは、無効   

とする。   

（検査職員の証票の携帯及び提示等）  

第三百十一条 第百二十二条の二葉四項、第百二十九条（第百七十九条第二項及び第二百   

七十一条第三項において準用する場合を含む。）、第二百一条（第二百十二条第六項及   

び第二百七十一条第三項において準用する場合を含む。）、第二百二十七条（第二百三   

十五条第五項及び第二百七十一条第三項において準用する場合を含む。）、第二百六十   

五条の四十大、第二百七十一条の九、第二百七十一条の十三（第二百七十二条の三十四   

第一項において準用する場合を含む。）、第二百七十一条の二十八（第二百七十二条の   

四十第二項において準用する場合を含む。）、第二百七十二条の二十三（第百七十九条   

第二項及び第二百七十一条第三項において準用する場合を含む。）又は第三百五条の規   

定による立入り、質問又は検査をする職員は、その身分を示す証票を携帯し、関係人の   

請求があったときは、これを提示しなければならない。  

2 前項に規定する各規定による立入り、質問又は検査の権限は、犯罪捜査のために認め   

られたものと解してはならない。   

（特定共済契約）  

第十二条の三 共済事業を行う組合は、特定共済契約（金利、通貨の価格、金融商品取引   

法（昭和二十三牛浜律第二十五号）第二粂第十四項に規定する金融商品市場における相   

場その他の指標に係る変動により損失が生ずるおそれ（当該共済契約が締結されること   

により利用者の支払うこととなる共済掛金の合計額が、当該共済契約が締結されること   

により当該利用者の取得することとなる第五十粂の五に規定する共済金等の合計額を上   

回ることとなるおそれをいう。）がある共済契約として厚生労働省令で定めるものをい   

う。次項において同じ。）の締結の代理又は媒介を共済代理店に委託してはならない。  

2 金融商品取引法第三章第一節第五款（第三十四条の二第六項から第八項まで並びに第   

三十四条の三第主項及び第六項を除く。）、同章第二節第一款（第三十五条から第三十   

六条の四まで、第三十七条第一項第二号、第三十七条の二、第三十七条の三第一項第二  
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号及び第六号並びに第三項、第三十七条の五、第三十七条の六、第三十八条第一号及び  

第二号、第三十八条の二、第三十九条第三項ただし書及び第五項、第四十条の二並びに  

第四十条の三を除く。）及び第四十五条（第三号及び第四号を除く。）の規定は、共済  

事業を行う組合が行う特定共済契約の締結について準用する。この場合において、これ  

らの規定中「金融商品取引契約」とあるのは「特定共済契約」と、「金融商品取引業」  

とあるのは「特定共済契約の締結の事業」と、これらの規定（同法第三十九条第三項本  

文の規定を除く。）中「内閣府令」とあるのは「厚生労働省令」と、これらの規定（同  

法第三十四条の規定を除く。）中「金融商品取引行為」とあるのは「特定共済契約の締  

結」と、同法第三十四条中「顧客を相手方とし、又は顧客のために金融商品取引行為（第  

二条第八項各号に掲げる行為をいう。以下同じ。）を行うことを内容とする契約」とあ  

るのは「消費生活協同組合法第十二条の三第一項に規定する特定共済契約」と、同法第  

三十七条の三第一項中「次に掲げる事項」とあるのは「次に掲げる事項その他消費生活  

協同組合法第十二条の二第三項において準用する保険業法第三百条第一項第一号に規定  

する共済契約の契約条項のうち重要な事項」と、同法第三十九条第一項第一号中 r有価  

証券の売買その他の取引（買戻価格があらかじめ定められている買戻条件付売買その他  

の政令で定める取引を除く。）又はデリバティブ取引（以下この条において「有価証券  

売買取引等」という。）」とあるのは「特定共済契約の締結」と、「有価証券又はデリバ  

ティブ取引（以下この条において「有価証券等」という。）」とあるのは「特定共済契  

約」と、「顧客（信託会社等（信託会社又は金融機関の信託業務の兼営等に関する法律  

第一条第一項の認可を受けた金融機関をいう。以下同じ。）が、信託契約に基づいて信  

託をする者の計算において、有価証券の売買又はデリバティブ取引を行う場合にあって  

は、当該信託をする者を含む。以下この条において同じ。）」とあるのは「利用者」と、  

「損失」とあるのは「損失（当該特定共済契約が締結されることにより利用者の支払う  

共済掛金の合計額が当該特定共済契約が締結されることにより当該利用者の取得する共  

済金等（消費生活協同組合法第五十条の五に規定する共済金等をいう。以下この号にお  

いて同じ。）の合計額を上回る場合における当該共済掛金の合計額から当該共済金等の  

合計額を控除した金額をいう。以下この条において同じ。）」と、「補足するため」とあ   

るのは「補足する七め、当該特定共済契約によらないで」と、同項第二号及び第三号中  

「有価証券売買取引等」とあるのは「特定共済契約の締結」と、「有価証券等」とある  

のは「特定共済契約」と、同項第二号中「追加するため」とあるのは「追加するため、   

当該特定共済契約によらないで」と、同項第三号中「追加するため、」とあるのは「追  

加するため、当該特定共済契約によらないで」と、同条第二項中「有価証券売買取引等」   

とあるのは「特定共済契約の締結」と、同条第三項中「原因となるものとして内閣府令   

で定めるもの」とあるのは「原因となるもの」と、同法第四十五条第二号中「第三十七   

条のこから第三十七条の六まで、第四十条の二第四項及び第四十三条の四」とあるのは  

「第三十七条の三（第一項各号に掲げる事項に係る部分に限り、同項第二号及び第六号   

並びに第三項を除く。）及び第三十七条の四」と読み替えるものとするほか、必要な技   

術的読替えは、政令で定める。  

［準用条文］金融商品取引法（読み替え後）  
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（特定投資家への告知義務）  

第三十四条 特定共済契約の締結の事業者等（特定共済契約の締結の事業者又は登録金融   

機関をいう。以下同じ。）は、消費生活協同組合法第十二条の三第一項に規定する特定   

共済契約（以下「特定共済契約」という。）の申込みを特定投資家（同条第三十一項第   

四号に掲げる者に限る。）から受けた場合であって、当該申込みに係る特定共済契約と   

同じ特定共済契約の種類として厚生労働省令で定めるもの（以下この款において「契約   

の種類」という。）に属する特定共済契約を過去に当該特定投資家との間で締結したこ   

とがない場合には、当該申込みに係る特定共済契約を締結するまでに、当該特定投資家   

に対し、当該特定投資家が次条第一項の規定による申出ができる旨を告知しなければな   

らない。   

（特定投資家が特定投資家以外の顧客とみなされる場合）  

第三十四条のこ 特定投資家（第二条第三十一項第四号に掲げる者に限る。）は、特定共   

済契約の締結の事業者等に対し、契約の種類ごとに、当該契約の種類に属する特定共済   

契約に関して自己を特定投資家以外の顧客として取り扱うよう申し出ることができる。  

2 特定共済契約の締結の事業者等は、第十項の規定の適用がある場合その他正当な理由   

がある場合を除き、前項の規定による申出を受けた後最初に当該申出に係る契約の種類   

に属する特定共済契約（以下この条において「対象契約」という。）の締結の勧誘又は   

締結のいずれかを行うまでに、当該申出を承諾しなければならない。  

3 特定共済契約の締結の事業者等は、前項の規定により承諾する場合には、第一項の規   

定による申出をした特定投資家（以下この条において「申出者」という。）に対し、あ   

らかじめ、次に掲げる事項を記載した書面を交付しなければならない。この場合におい   

て、第二号に規定する期限日は、第一号に規定する承諾日から起算して一年を経過する   

日（厚生労働省令で定める場合にあっては、当該経過する日前で厚生労働省令で定める   

日）としなければならない。   

一 前項の規定により承諾する日（黄玉項各号及び第九項において「承諾日」という。）   

ニ 対象契約の締結の勧誘又は締結をする場合において、当該申出書を特定投資家以外  

の顧客として取り扱う期間の末日（以下この条において「期限日」という。）   

三 対象契約の属する契約の種類   

四 期限日以前に対象契約の締結の勧誘又は締結をする場合において、当該申出者を特  

定投資家以外の敵客として取り扱う旨   

五 期限日後に対象契約の締結の勧誘又は締結をする場合において、当該申出者を特定  

投資家として取り扱う旨   

六 その他厚生労働省令で定める事項  

4 特定共済契約の締結の事業者等は、前項の規定による書面の交付に代えて、政令で定   

めるところにより、申出書の承諾を得て、当該書面に記載すべき事項を電子情報処理組   

織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって厚生労働省令で定め   

るものにより提供することができる。この場合において、当該特定共済契約の締結の事   

業者等は、当該書面を交付したものとみなす。  

5 特定共済契約の締結の事業者等が第二項の規定による承諾及び第三項の規定による書  
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面の交付をした場合であって、申出者が次に掲げる看である場合におけるこの法律（こ   

の款を除く。）の規定の適用については、当該申出者は、特定投資家以外の顧客とみな   

す。   

－一 当該特定共済契約の締結の事業者等が承諾日から期限日までに行う対象契約の締結   

の勧誘の相手方   

二 当該特定共済契約の締結の事業者等が承諾日から期限日までに締結する対象契約の  

相手方  

6～8 （略）  

9 特定共済契約の締結の事業者等は、期限日後最初に対象契約の申込みを申出者から受   

けた場合であって、承諾日以後において対象契約の属する契約の種類に係る第一項の規   

定による申出（次項において「更新申出」という。）を当該申出者から受けていない場   

合には、当該申込みに係る対象契約を締結するまでに、当該申出者に対し、対象契約に   

関して当該申出者を特定投資家として取り扱うこととなる旨を告知しなければならな   

い。  

岩 特定共済契約の締結の事業者等は、期限日以前に更新申出を申出者から受けた場合で   

あって、当該更新申出に係る第二項の規定による承諾をする場合には、期限日から期限   

日後最初に対象契約の締結の勧誘又は締結をするまでに、当該承諾をしなければならな   

い。  

二 期限日以前に申出者が新たに適格機関投資家となった場合には、当該申出者が適格機   

関投資家となった日以後は、第五項から第九項までの規定は、適用しない。   

（特定投資家以外の顧客である法人が特定投資家とみなされる場合）  

第三十四条の三 法人（特定投資家を除く。）は、特定共済契約の締結の事業者等に対し、   

契約の種類ごとに、当該契約の種類に属する特定共済契約に関して自己を特定投資家と   

して取り扱うよう申し出ることができる。  

2 特定共済契約の締結の事業者等は、前項の規定による申出を承諾する場合には、あら   

かじめ、次に掲げる事項を記載した書面により、当該申出をした法人（以下この条にお   

いて「申出者」という。）の同意を得なければならない。この場合において、第二号に   

規定する期限日は、第一号に規定する承諾日から起算して一年を経過する日（厚生労働   

省令で定める場合にあっては、当該経過する日前で厚生労働省令で定める日）としなけ   

ればならない。   

－ この項の規定による承諾をする日（第四項各号において「承諾日」という。）   

ニ 当該申出に係る契約の種類に属する特定共済契約（以下この条において「対象契約」  

という。）の締結の勧誘文は締結をする場合において、申出者を特定投資家として取  

り扱う期間の末日（以下この条において「期限日」という。）   

三 対象契約の属する契約の種類   

四 当該申出者が次に掲げる事項を理解している旨  

イ 特定投資家が特定共済契約の締結の事業者等から対象契約の締結の勧誘を受け、  

又は当該特定共済契約の締結の事業者等に対象契約の申込みをし、若しくは当該特  

定共済契約の締結の事業者等と対象契約を締結する場合におけるこの法律の規定の  
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適用の特例の内容として厚生労働省令で定める事項  

口 対象契約に関して特定投資家として取り扱われることがその知識、経験及び財産  

の状況に照らして適当ではない者が特定投資家として取り扱われる場合には、当該  

者の保護に欠けることとなるおそれがある旨   

五 期限日以前に対象契約の締結の勧誘又は締結をする場合において、当該申出者を特  

定投資家として取り扱う旨   

六 期限日後に対象契約の締結の勧誘又は締結をする場合において、当該申出者を特定   

投資家以外の顧客として取り扱う旨   

七 その他厚生労働省令で定める事項  

3 特定共済契約の締結の事業者等は、前項の規定による書面による同意に代えて、政令   

で定めるところにより、申出者の承諾を得て、当該書面による同意を電子情報処理組織   

を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって厚生労働省令で定める   

ものにより得ることができる。この場合において、当該特定共済契約の締結の事業者等   

は、当該書面による同意を得たものとみなす。  

4 特定共済契約の締結の事業者等が第二項の規定による承諾をし、かつ、申出者が同項   

の規定による書面による同意をした場合であって、当該申出者が次に掲げる看である場   

合におけるこの法律（この款を除く。）の規定の適用については、当該申出者は、特定   

投資家とみなす。   

一 当該特定共済契約の締結の事業者等が承諾日から期限日までに行う対象契約の締結  

の勧誘の相手方   

二 当該特定共済契約の締結の事業者等が承諾日から期限日までに締結する対象契約の  

相手方  

5・6 （略）  

7 特定共済契約の締結の事業者等は、期限日以前に対象契約の属する契約の種類に係る   

第一項の規定による中也（以下この項において「更新申出」という。）を申出着から受   

けた場合には、期限日以前に当該更新申出に係る第二項の規定による承諾をしてはなら   

ない。   

（特定投資家以外の南客である個人が特定投資家とみなされる場合）  

第三十四条の四 次に掲げる個人（適格機関投資家を除く。）は、特定共済契約の締結の   

事業者等に対し、契約の種類ごとに、当該契約の種類に属する特定共済契約に関して自   

己を特定投資家として取り扱うよう申し出ることができる。   

－’商法第五百三十五条に規定する匿名組合契約を締結した営業者である個人（厚生労  

働省令で定めるものを除く。）その他これに類するものとして厚生労働省令で定める  

個人   

二 前号に掲げるもののほか、その知識、経験及び財産の状況に照らして特定投資家に  

相当する者として厚生労働省令で定める要件に該当する個人  

2 特定共済契約の締結の事業者等は、前項の規定による申出を受けた場合には、当該申   

出をした個人（以下この条において「申出書」という。）に対し、前条第二項第四号イ   

及び口に掲げる事項を記載した書面を交付するとともに、申出者が前項各号に掲げる者  
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